
直方市では、大塚進弘市長の方針の下、市を挙げたデジタルトランスフォーメーション（DX）への取り組みを進めています。2021（令和3）
年には、市長を本部長とする「DX推進本部」が発足。内部事務の手続き見直しと電子化、各種申請手続きのオンライン化、地域の情報化な
どを推進しています。内部事務の電子化に当たっては、2022（令和4）年4月より、IPKNOWLEDGE 財務情報システム・電子決裁システ
ムによる運用を開始し、現在では100％に近い電子決裁率を達成しています。明確なビジョンとそれを実行する組織づくりによってDXを推
進する直方市の取り組みを、DX推進係のご担当者に伺いました。

DXへの取り組み
 
DXへの取り組みについて 
お伺いします

多くの地方自治体と同様に、直方市におい
ても、少子高齢化、人口減少という問題に直面
しています。そのような中で、これからの地
域創生、活性化のための取り組みとして大塚
進弘市長が掲げたのが、市を挙げたDXの推進
です。
直方市では、2021年1月に、市長、副市長、

教育長、部長級の職員および外部人材（CIO補
佐官）で構成される、「直方市デジタルトラン
スフォーメーション（DX）推進本部」を起ち
上げ、部署横断的なDX推進の取り組みを開始
しました。推進に当たっては、DXのビジョン
として、「内部事務の変革」「外部向け行政サー
ビスの変革」「地域の情報化」の3つを掲げ、こ
のビジョンのもと、DX推進本部の下に、「電子
決裁・事務手続き見直し部会」「オンライン申
請推進部会」「地域情報化推進部会」の3つの専
門部会を起ち上げて、取り組みを進めました。
内部事務では、「意識改革と質の高い仕事へ

のシフトによるBbyCの向上」を掲げて、「デ
ジタル化による生産性の向上」に取り組むこ
ととしています。外部向け行政サービスでは、

「市役所に足を運ばなくても受けることのでき
る行政サービスの提供の実現」を掲げて、「市
民・企業の不経済発生の防止」に取り組むこ
ととしています。「地域の情報化」では、『「社
会システム産業」興しによる「稼ぐまち」の形
成』を掲げて、「市民所得の向上」に取り組む
こととしています。この「内部事務、外部向け
行政サービス、地域の情報化」の3つのビジョ
ンにより、「市役所も含めた地域全体の情報化」
を一体のものとしてとらえている部分が、従
来のいわゆる「IT化」や「システム化」とは考
え方がまったく異なる部分であり、直方市DX
の特徴になります。

背景と具体的な取り組み
 
従来の内部事務では、どのような課題が 
あったのでしょうか

市の生産性を向上させ、質の高い仕事へとシ
フトしていくためには、これまでの“書面主義”
や “押印原則” を見直し、デジタル化を推進し
ていくことが不可欠です。直方市では、この
デジタル化の推進に当たり、早期の電子決裁
システムの導入が最重要事項の一つであると
位置付け、2022年度からの「原則100％電子
決裁の導入」を目指して取り組みを進めまし
た。電子決裁の導入に当たっては、単に「現在

の事務手続きを電子化（デジタル化）する」の
ではなく、併せて「やり方そのものを見直す」
ということに対して、市の方針として明確に
定めた上で、取り組みを進めました。なぜな
ら、これまでの直方市のやり方は、財務会計の
執行伺～支払いまでの一連の流れにおいて、
市独自の運用（いわゆる内部ルール）がきわめ
て多いという課題がありました。また、明確
なマニュアルも存在していなかったため、支
払い事務を実施するに当たって、1つの決裁に
対して、「何の資料の添付が必要であるか」な
どが不明確で、それを確認するために職員が
時間を浪費しているという問題がありました。
このような課題や問題を、今回の電子決裁導
入に併せて見直さなければ、電子決裁後に、逆
に事務が煩雑になるおそれがありました。

既存のやり方の見直しはどのように 
進められましたか

これまでのやり方（ルール）は、直方市が何
年も、場合によっては何十年もかけて形づくっ
てきたものであり、それをいきなり変えると
なると、職員の間で混乱が生じることは想像
に難くありません。そのため、見直しに当たっ
ては、事前に他自治体の規程等を調査・集約
し、これまでの本市の規程が他自治体と比べ
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 ■ 市を挙げたDX推進のため、従来の “書面主義” や “押印決裁”
を見直す体制づくりが必要だった 
 

 ■ 財務事務の規程や運用には、従来からの慣習に基づく 
独自ルールが数多く存在していた 
     

 ■ 電子決裁化や手続きオンライン化の推進のためには、押印
の義務付け廃止やペーパーレスの推進は不可欠だった
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 ■ 市長を本部長（Chief Information Officer︓CIO）とするDX推進本部
を起ち上げ、DX実行のための組織横断的な体制を構築。DXで目指すビジョ
ンを職員と共有して、「全庁的に取り組む体制」を整えた 

 ■ 他自治体の規程や運用を調査し、これまでの直方市のルールが他自治体
よりも厳しい設定となっていることを具体的に提示して、ルールの見直
しや庁内の合意形成を進めた。また、規程や運用の見直しは、DX推進本
部など組織的・全庁的に決定することで、組織全体として取り組んだ 

 ■ 国の押印廃止ガイドラインに沿って、契約書等一部の書類を除いて、押印
の義務付けを廃止。ペーパーレス化は課ごとに紙使用量の削減目標（KPI）
を設定して、全部署が “自分ごと” として取り組めるようにした



て厳しいものとなっていることをエビデンス
として示したうえで、見直し案を提示するこ
とにより、職員の不安の軽減に努めました。
また、変更に当たっては、職員への繰り返しの
周知や意見聴取を実施し、電子決裁導入に向
けた取り組みや事務の見直しに当たり、「推進
部署のみが動いて何か決めようとしている」
ということではなく、「市役所全体でこの取り
組みを進めている」という意識を職員一人ひ
とりが持つことができるように努めました。
結果として、多くの職員の協力のもと、取り組
みを進めていくことができ、大幅な見直しで
あっても、庁内の合意形成を図ることができ
たと考えています。

押印の義務付け廃止とペーパーレス化の 
取り組みについてお伺いします

押印の義務付けについては、2020（令和2）
年度末時点で、すでに多くは廃止されておりま
したが、契約書等に基づく経理関係書類につ
いては、引き続き継続検討として残っている
状況でした。この課題を解消すべく、2021年
度の初めに、「2022年度から、契約書、請書を
除いて、経理関係書類の押印義務付けは廃止
する」という方針を定めました。これは、国の
押印廃止ガイドラインの内容をDX推進本部に
てご説明したうえで、このガイドラインに沿
う形で、2022年度より本市の見積書・請求書
および一連の契約関係書類（着手届、完了届、
納品書等）について、押印の義務付けを廃止し
て、電子での提出を可とする取扱いを定めた
ものです。
また、ペーパーレス化に当たっては、DX推

進本部で「ペーパーレス化行動方針」を策定
し、2024（令和6）年度までに、市全体で用紙
を50％削減するというKPIを設定しました（対
2021年度比）。加えて、紙の使用頻度は課ご
とに異なるため、市全体だけでなく、部署ごと
にもKPIを設定しました。事前に部署ごとの
紙の使用量の調査を行い、その結果をもとに
部署ごとのKPIを設定・集約すると、市全体と
して50％減の目標が達成できないことがわか
り、そこからさらに細かく使用状況の分析を
行って、最終的に市全体で50％減が達成でき
るKPIとなるよう、各部署と調整を行いました。
これにより、各部署がKPIをクリアしないと目
標が達成できないため、全員が “自分ごと” と

してペーパーレスに取り組めるようになった
と考えています。

導入効果

IPKNOWLEDGEの運用について 
お伺いします

IPKNOWLEDGEの電子決裁導入に関して
は、すでに財務情報システムが稼働していた
ため、電子決裁システムを追加するだけでス
ムーズな導入ができました。電子決裁導入に
当たり、ルールの変更などこれまでのやり方
が大きく変わりますので、システムに関して
は使い慣れたIPKNOWLEDGEをベースに進
めることで、職員が大きなストレスを感じる
ことなく運用変更ができてよかったと思いま
す。財務情報システムの電子決裁導入に関し
ては、導入前の職員向け説明会など、ICTコン
ストラクションさんにサポートいただき円滑
な導入を後押ししていていただきました。わ
れわれ自身はシステム操作に精通しているわ
けではありませんので、的確かつ迅速にアド
バイスやサポートをいただけることは助かっ
ています。

内部事務のDXの成果については 
いかがですか

電子決裁については、2022年4月から11月
までの全2万1854件の財務決裁事務のうち、
2万1678件（約99.2％）が電子決裁で処理され
ています。主な内訳は、執行伺が99.0％、支出
負担行為が99.6％、支出命令（支出負担行為兼
命令を含む）が99.8％などです。また、電子決
裁により本庁から物理的に距離が離れている
部署などは、決裁のたびに移動する時間や手
間がなくなりました。ほかにも、起案する側
の職員が、自席から決裁の進捗状況が確認で
きるようになったこともメリットの一つです。
ただ、電子決裁化はそれ自体がゴールではな

く、プロセスの見直しや今後の自動化の取り
組みを含めて、業務の効率化を実現し、生産性
を向上させることができて初めて職員もやっ
て良かったと成果を実感できると思います。
今後は、それによって生まれる時間や余力を、 
EBPM（Evidence-Based Policy Making︓
証拠に基づく政策立案）から事業の実施まで
の行政サービスの質の向上や、地域全体の情

報化につなげていきたいと考えています。

DX推進へのアドバイス

DXを成功させるためのアドバイスを 
お願いします

DXを進めるためには、トップダウンとボト
ムアップの両輪で進めることが重要だと思い
ます。トップダウンを機能させるためには、
部署横断的な組織体制が必要で、各部署のトッ
プが参加する中で大きな方針を決めることが
重要と考えています。また、直方市のDX推進
本部には、CIOである市長を補佐するアドバ
イザー（CIO補佐官）を迎え、適宜アドバイス
や助言をいただける体制をつくっています。
客観的かつ的確なアドバイスをいただける専
門家がいることで、方針決定の場面で皆が納
得して進めることができていると思います。
ボトムアップの部分では、明確なビジョンを
設定して、職員へ繰り返しの周知と意見聴取
の場を設けて、市全体で取り組みを共有しな
がら進めることが大切と考えています。現場
の職員が “自分ごと” として取り組みを進めて
いけるよう、しっかりとビジョンや意図を提
示し、説明していくことが重要だと思います。
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【関連情報】行政職員の働き方改革
https://global.fujitsu/ja-jp/offering/administrative-workforce-transformation

左から直方市総合政策部企画経営課DX推進係係長 
貞光 康 氏、同 品川将志 氏

概　要

直方市 様
所 在 地
代 表 者
人 口
職 員 数
ホームページ

福岡県直方市殿町7-1
直方市長　大塚進弘
55,640 人（2022年10月末現在）
450名（2022年4月1日現在）
https://www.city.nogata.fukuoka.jp
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